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スポーツ指導者の教育的マネジメントに関する一考察
京都学園大学　健康医療学部教授 池　川　哲　史
要　旨
　本論文は現代のスポーツ指導下における指
導者個人の極めた思考停止が生じた影響とそ
の指導方法に起因する体罰発生を原点として
の今後の改善となる体育・スポーツ指導者へ
の教育的マネジメントの施策提言とする。ス
ポーツの持つ力をどう発生させ、どの様に社
会に活かせていけるかをスポーツ指導者への
教育的マネジメントの側面から論考考察し
た。
キーワード：スポーツ指導者、指導者養成、指導者再教育、
教育的マネジメント
1. はじめに
　2012 年 12 月 23 日に大阪市立公立高校・
部活指導下における体育・スポーツ指導者
（以後体育教師及び部活指導も含めたコーチ・
指導者呼称）の体罰起因による生徒部員自殺
問題が生じ、社会問題にも発展した。また、
2013 年 2 月４日には全日本柔道連盟強化女
子選手１５名が連名で代理人・弁護士 2 名を
通じ強化合宿における体罰・暴言事実を告発
する記者会見を行った。この告発問題での事
実発覚、この事での不透明な改善や追加発覚
した不正事実の放置における公益財団法人と
しての柔道連盟の組織そのものの自浄不可能
実態においてもスポーツ指導者で操る社会的
公共組織としての信用・信頼の失墜に至らせ
た。この事で 2013 年 7 月 23 日に内閣府大臣
官房公益財団行政担当室は公益法人としての
組織の自己規律について①公益目的事業を行
うのに必要な経理的基礎及び技術的能力に欠
けている疑い、②一般法人法に定められた職
務上の義務に違反している疑いの 2 点を指摘
し、異例の勧告を組織代表の全日本柔道連盟
会長個名宛に受けている（府益担第 5692 号：
公文書）。これらの一連の問題起因の当事者
は体育・スポーツ指導者による問題勃発であ
り、これまで過去において度々大小類似的な
問題が生じてきたものの、その加害者・当事
者の部分的及び個人的責任問題や一部刑事事
案として対処されたに過ぎなかった。これ迄
も継続的に大小生じてきた事はその根本的な
再発防止解決に至っていない事実も存在す
る。
　この様な学校体育教育現場やスポーツ界に
継続し、根深く存在してきた指導者のあり方
と再教育への必要性の指摘が各方面から求め
られている事は否定できない。2020 年東京
五輪（以後、オリンピック・パラリンピック
大会を含む）開催決定で、日本人のスポーツ
観そのものについての関心と期待が持たれて
る中で、スポーツ・体育教育現場でのハード
環境（施設、制度）だけでなくスポーツ・体
育指導者の思考・意識の個々のソフト面の変
トピックス
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革も求められている。これらの事からスポー
ツ・体育指導者の思考・意識変革に向けた教
育的マネジメントが重要と考える。これらの
経緯から文部科学省は２０１３年 4 月に「ス
ポーツ指導者の資質能力向上のための有識者
会議（タスクフォース）」を文部科学副大臣
［当時：福井　照氏］の下に立ち上げられた。
抜本的なスポーツ指導現場での暴力根絶だけ
でなく、社会環境変化を踏まえたスポーツの
価値、指導のあり方に迄言及した議論のもと
提言された（資料１［概要］）。これらのコー
チング・コーチの資質向上の指針、現状・課
題と改善方策等の提言が示された。同時に体
育・スポーツ関係組織機関においても「ス
ポーツ界における暴力行為根絶宣言（6）（日本
体育協会、日本オリンピック委員会、日本障
害者スポーツ協会、全国中体連、全国高体連）
も出されている。他に体育教員・スポーツ指
導者養成大学においても（日本体育大学（反
体罰宣言）、大阪体育大学（大阪体育大学の
教育に関わる宣言）、非体罰・非暴力のメッ
セージを打ち出している。体育学・スポーツ
科学学術研究組織である日本体育学会（理事
会）も緊急声明（2013 年 1 月 31 日）「体育・
スポーツ指導者の原点を求める学術行動を
起こす」を出し、日本体育学会第 64 回大会
（2013 年 8 月 23 日～ 30 日：立命館大学びわ
こ・くさつキャンパス）で緊急シンポジウム
が開催され、関連する専門領域の専門研究者
から提言メッセージが出された。これらを経
て「体罰・暴力根絶の為の提案」（体育学研
究 Vol.60［2015］）とする論説提言が体育学
の各専門領域からも提言されている。
　本論文は日本の古き旧態依然の体質でなか
なか脱却できない現状実態からいかに脱皮さ
せ、欧米並みに未来創造に向けて文化として
のスポーツの価値を熟成させたスポーツ指導
者感を根付かせる指導者の再教育に向けた教
育的マネジメントの変革視座にたった論考考
察提言を目的とする。
　
2. 体罰起因の背景要因（2）
　日本の学校教育の始動は明治政府始動での
初代・内閣総理大臣・伊藤博文内閣下の森　
有礼が文部大臣に指名され、諸学校令を発布
した。森　有礼は諸外国に外交官として駐在
していた時に欧州で憲法創定の目的で滞在し
た初代総理大臣・伊藤博文と面接の機会を
得、持論の「日本の発展・繁栄のためにはま
ず教育からこれを築き上げねばならないと」
いう教育方策を披瀝したとの事である。この
事から伊藤博文は帰国後に森　有礼に文部省
御用掛に任命し、文教の基本方策と近代学校
制度を立てさせ、1885 年（明治 18 年）内閣
制度創設での伊藤内閣下での文部大臣に若干
38 歳で就任させた。森　有礼は国体主義の
教育観を貫いていた。森有礼の考えを基づき
師範学校の教育に軍隊式教育と小・中学校に
「兵式体操」が取り入れられていたとの事で
あ っ た。（http://www.mext.go.jp/b_menu/
hakusho/html/others/detail/1317609.htm。:
文科省 HP 参照 [2016.01.08 アクセス ]）。この
様な教育政策で当時の欧米列強国覇権主義時
代の国際社会の影響下でもあり、その政治的
状況下で教育方針も富国強兵的な意味合いを
持つ意図が理解できる。この教育政策の基本
には青少年の体力向上とする国民の富国強兵
精神が根底にあり、諸外国の圧力に屈しない
青少年国民を育て、日本の安定と発展をさせ
ていくという教育方針の狙いであったと理解
できる。以後、当時の社会的背景も影響して
かこの継承が第 2 次世界大戦にも影響を受け
ての体育の兵式体操手段の教育とする「体錬
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科」として行われてきた経緯がある。第 2 次
世界大戦後（昭和 20 年年８月）以降の昭和
22 年 6 月、『学校体育指導要綱』 が公布され、
それ迄の「体錬科」から「体育科」 に改めら
れた。学習指導要領は昭和 24 年 9 月に小学
校編、昭和 26 年 7 月に中学校編が試案発行
され、昭和 33 年 10 月には告示され基準性が
強化された経緯がある。戦前の「体錬」は身
体修練という解釈で戦後に今の「体育」に変
わり、現在の学習指導要領下で小・中・高の
領域で統一基準の教育指導方法で施されてい
る。この経緯から身体を修練するという鍛え
る意味合いを持っていた戦前教育の意図があ
る科目であった。現在の「体育」はスポーツ
を手段にしての種々の技術習得（身体の使い
方）と運動を展開していく事を通して、身
体のしくみ、動かし方の創意工夫を繰り返
し、知・徳・体バランス、基礎的・基本的知
識・技能、思考力・判断力・表現力等及び学
習意欲を重視し、調和的に育む事が必要であ
ると法律的に規定され、公示されている（平
成 20 年 3 月 28 日幼稚園・小学校・中学校学
習指導要領公示 [ 文部科学省 ]、平成 21 年 3
月９日高校学校学習指導要領公示 [ 文部科学
省 ]。この様に時代の変遷とともに鍛える「体
錬科」から現代の「生きる力」を育ませる「体
育科」へと単純な科目名称変更だけでもその
意図の変貌ぶりが読み取り解釈できる。
　体育教育の教職者はスポーツ・体育系大学
でスポーツ実践・体育教育実践、スポーツ医
科学・体育科学を体系的に学ぶ。そこではス
ポーツ・体育活動における身体の仕組み・機
能、運動時の生理・心理変化、スポーツ・体
育社会文化のシステム・仕組み、スポーツ・
体育の価値と社会貢献等をあらゆる角度から
体系的に学修並びに自らの身体運動実践を整
合させ、正課・課外を通じた児童・生徒へ生
涯学習（生涯教育［生涯健康実践］）に向け
た教育指導スキルを高めているのが通例であ
る。
　しかしながら、昨今のスポーツ指導・体育
教育の実践現場においては、自ら学修してき
た体系的理論に基づいた選手、生徒らへのア
プローチよりも体育教師（部活顧問含む）自
身が過去受けて来たスポーツ指導体験（悪し
き温床の体験 [ 暴力・暴言 ]）、自己感情先行
による思考・判断停止、一方的感情極まった
過剰行為等の要因で体罰起因に至っていると
考えられる。こういった現象の起こりうる本
質に⑴競技志向という価値の一元化、⑵体罰・
暴力・ハラスメントを誘発しやすい指導環境
の存在という指摘もされている（参考　玉木
正之著　スポーツ　体罰　東京オリンピック
　NHK 出版　2013（2）年）。
　時代変遷に伴い、学校体育教育の学習指導
指針においてで体育教師からの一方通行的な
「鍛える」教育指針より導き・引き出す思考
の「育む」教育指針へと変ってきたにもかか
わらず、根本的な教育指導実態において活か
されず、古き体質が拭えていない現実が存在
していると言える。
3. スポーツと体育の混同解釈の弊害に
ついての考察
　19 世紀における近代スポーツの発生は産
業革命によって豊かさと余暇を獲得した英国
社会で生まれたとされている。例えば英国起
源のスポーツの代表とされるサッカーやラグ
ビーは暴力的な勝負をルール化し、ゲーム化
させ、楽しさを含めた「遊び」とを融合させ
た人間の敬愛される文化として発展させてき
た。こうした近代スポーツの発生要因の原点
をたどるとそもそも「暴力否定」から生まれ
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た本質がスポーツに存在すると言っても過言
ではない。更にスポーツの本質に特筆される
加えられるべき特徴としては自発的に楽しむ
ものともされている（2）。
　日本においてスポーツが伝承されたのは明
治初期の文明開化の時期（1871 年［明治４
年］）～ 1877 年［明治 10 年］）に大挙に伝え
られたとされている［野球、サッカー、ラグ
ビー、テニス、ボクシング等（2）］。このスポー
ツ伝来以前の日本はもっぱら武道中心とする
格闘技系武術（体術）であった。この時期の
国策は西欧列強支配の覇道からの抗しうる近
代国民国家形成であった事による影響が起因
する。この経緯の元、日清・日露戦争を勝ち
抜き、その後にアジア支配に至った。これら
の歴史的過程で明治維新以降に西欧人の伝搬
来日で伍して対抗していく上での身体的劣等
感が芽生え、その方策としての日本国民の健
康増進・体力増強とする国家管理の国策を教
育の場に持ち込む「体錬」に至った状況であっ
た。前述の戦前「体錬科」から戦後の「体育
科」への科目名称を含めた教育改訂が行われ
たものの身体を鍛え、人間育成の方法論に主
眼を置く固有の目的を持った強制が伴った教
育カリキュラムであると指摘されている（参
考　玉木正之著　スポーツ　体罰　東京オリ
ンピック　NHK 出版　2013（2）年）。
　この様にスポーツと体育は相反する２つの
目的である事が理解できる。つまり自発的に
楽しむ「スポーツ」と強制的に身体を鍛える
といった特徴を担った「体育」という２つの
異質の文化がそもそも混同してしまった事が
起因となり、スポーツそのものの本質的理解
が社会的スポーツ活動そのものに浸透しきれ
ずに至ってしまった事が推考できる。この様
な混同解釈が影響し、スポーツを主体的に考
動させれない文化的創造が日本の学校体育の
課外活動である、部活動そのものの中に根付
いてしまった事が影響したと考察できる。
4. スポーツ・体育に関連する組織団体
の取り組みと提言からの考察
　日本のスポーツ全体を統括組織する２大巨
頭組織とされている公益財団法人格を持つ日
本体育協会（以後、日体協とする。）、日本オ
リンピック委員会（以後、JOC とする。）が
存在する。日体協は主要な下部配下組織は全
国都道府県体育協会を配下に国民へのスポー
ツ振興普及を狙いとした国体の開催事業、各
競技団体と連携した指導者育成事業等を中心
に組織展開している。JOC は下部配下組織
に 53 の各加盟競技団体（例：日本陸上競技
連盟、日本サッカー協会等）と 1 つの準加盟
団体、日体協は各都道府県体育協会を配下に
した組織で構成されている。JOC はオリン
ピック・ムーブメントを推進する組織とし
て、オリンピック種目の強化やオリンピック
大会やアジア大会、ユニバーシアード大会等
の国際総合競技大会への選手派遣事業を中心
に行っている国際競技力向上を中心とした事
業等を組織展開している。
　日体協は 2011 年 7 月に創立 100 周年を迎
えたのを記念してスポーツ宣言日本− 21 世
紀におけるスポーツの使命—という宣言をと
りまとめて公表した（5）。この宣言の冒頭に「自
発的」という文言が示されている。これは旧
態依然の戦前戦後において「体錬科」「体育
科」の流れの経緯に至ってきた集団指導の中
における軍事教練的慣習も含めた教育の弊害
が生じた負の遺産を払拭するかの意図が強調
されている。これは個人の意志尊重に基づい
たスポーツ行動こそ、スポーツの原点である
再確認として示された意図が読み取れる。「ス
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ポーツは幸福を追求し健康で文化的な生活を
営む上で不可欠なものとなった」として明確
に宣言されている。21 世紀に入り、人々の
生活の豊かさ、便利さ、価値観が変わり、ス
ポーツが今までより一層に身近になり、かつ
健康で生きる上での付加価値を高めている生
活文化として浸透してきているという事が示
されている。日体協は指導者養成がその組織
の主要な役割のひとつという事の責務もあ
り、日体協公認指導者向けの情報誌（Sports 
Japan[ 豊かなスポーツライフをサポートす
る情報誌 ]）にスポーツ指導者の資質や持つ
べきスキル等の情報提言を頻回に行ってい
る。スポーツ体育系大学教授や指導実績を備
えた経験豊富なトップコーチよりの提言に基
づいて、全国の公認指導者への意識改革を促
す、具体的な啓蒙活動である。2015 年 03-04
月特別号「グッドコーチング−信頼される指
導者になるために−（7）」の中で土屋裕睦氏（ス
ポーツ心理学）［P6 ～ P10］は指導者と競技
者間で「依存」の縦支配と「信頼」の両者自
立の違いを述べ、指導者は競技者の年齢に関
係無く、お互いに自立した人間であることを
認め合う関係性の重要性を解説している。加
えて、グッドコーチに求められる資質能力に
指導する上での理念・哲学（スポーツの意義
と価値の理解）、人間力（自［自己研鑽］他
［基本的人権の尊重］）、知識（スポーツ科学）・
技能（個別コーチングスキル）の重要性も提
言している。
　2016 年 01-02 月号 vol.23 号では特集『な
ぜ、スポーツに「理論」が必要なのか？（8）』
においてプロ野球・元ヤクルトスワローズ時
代の監督・野村克也氏と正捕手・古田敦也氏
との師弟関係のスペシャル対談企画が紹介さ
れている [P4 ～ P7]。この中で野村克也氏は
「世の中に存在するものにはすべて理があり
ます。思いつきや山勘は絶対にいけない。指
導の上でそう心がけていました。理屈っぽい
ことも言いましたが、すべては私に信頼があ
るかないか。結果論で怒らない。」と述べて
いる。この様な野村克也氏の指導理念の底支
えこそが名将と言われてきた実績を残せた信
念がうかがえる。一方、指導を受けて来た古
田敦也氏は「指導される側としては求心力の
あるリーダー。切り口に響きがあり、ついて
いきたいという導き。成長できると信じてつ
いていけました。」とプレーヤーとして直接
指導を受けての感想を述べている。この師弟
間関係には理にかなった指導理念の指導とそ
れを信頼した導きに磁石の様な関係（NS の
２つの磁極による接触関係）が構築されてい
る事実が当事者間の言葉で証しとして表現さ
れている。こういう両者の信頼関係構築に根
付いた理論理屈での裏付け説得と納得信頼の
絆が重要であると論考示唆できる。同号で朝
岡正雄氏（日本コーチング学会会長）は指導
者にとって「大切なのは体験を積み重ねた理
論。そして、その理論を常に疑う姿勢。P8
～ P11」と述べ、指導者は競技者へ向けて自
己修正できる様に考えさせれる事の重要性を
訴えている。朝岡正雄氏は競技者の自律・自
立を促すコーチングを示唆している。
　こういった一貫した中で日体協は資格保有
の公認指導者向けの意識改革に向けた情報発
信手段による教育的マネジメントに努めてい
る。
5. スポーツ指導者養成大学の取り組み
　筑波大学は「体育・スポーツ指導者の倫理
宣言」、日本体育大学は「反体罰・反暴力宣
言」、大阪体育大学は「大阪体育大学の教育
に関わる宣言」等の公共メッセージを独自（各
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大学ホームページや大学刊行物等）に公表宣
言してる。順天堂大学スポーツ健康科学部も
日本体育協会ら関連 5 団体が共同宣言した
「スポーツ界における暴力行為根絶宣言」に
賛同している事実告知も大学ホームページを
通じて表している。これらの高等教育機関の
スポーツ指導者養成大学はスポーツ界に輩出
する指導者の専門教育課程としての反省的自
戒の念を込めてメッセージを社会的責任意識
として公示させている。
　とりわけ、日本体育大学は２０１３年 4 月
の入学式で谷釜了正学長自ら新入生約 1600
人の前で「体罰撲滅宣言」として「体罰、暴力、
パワーハラスメント等是認する様な考えは直
ちに、即刻、過去のものとして葬り去って下
さい。」という異例の呼び掛けを行った経緯
も紹介されている（2013 年）（3）。日本体育大
学・谷釜了正学長は体育史の権威である事か
ら専門的視点からこれまでの日本のスポーツ
界の歴史的土壌に根付いてしまってきた起因
を戦前の高等小学校の体育の授業で軍隊規律
である隊列運動が採用された影響が暴力の源
泉に至ったと論考分析し、これからのスポー
ツ指導者にとって常に自分を律する事が重要
であると指摘している（朝日新聞 2013 年 3
月１日朝刊インタビュー記事より（3））。
　スポーツ指導者養成大学も前述の体罰問題
を契機に旧態依然の指導現場での体質を根底
より塗り替える社会的責務を感じ、大学とし
てのメッセージを発信して内部意識改革とす
る各大学独自の教育的マネジメントを展開し
ている。
6. 変革時代のスポーツ指導者に求めら
れる真のスポーツマンマインド
　我が国のスポーツ振興を統括組織運営し、
その重要な役割として指導者養成の組織期間
としてリードしている日体協は長年に渡り、
スポーツ指導者の養成における資格付与制度
の確立とする教育システム構築を担ってき
た。昨今のスポーツ指導者の不祥事多発にお
いてもこれまでのスポーツ指導者養成の経緯
と反省から多岐に渡り、スポーツ指導者の備
えるべき、基本的資質におけるスポーツその
ものの価値を再確認させる意図で情報発信し
ている。前述の日体協 100 周年（2011 年）を
記念して宣言された「スポーツ宣言日本（5）」
の中では、その中軸の一つにスポーツの価値
を「自己の尊厳を相手の尊重に委ねるフェア
プレーに負う」というリスペクト精神を強く
訴えている。これはスポーツ指導者から競技
者向けのコーチング、競技者同志間での相互
尊厳の重要性の再認識を謳っている。また、
同協会はスポーツ指導者の倫理ガイドライン
（2013 年）を作成し、スポーツの意義と役割、
スポーツ指導者の役割、スポーツ指導者の心
得、倫理的問題が起こらない為の防止策等の
再確認と再認識の刷り込みを意図とした啓蒙
活動とする情報発信も行っている。これらの
活動の継続発展として文部科学省が中心にス
ポーツ組織関連団体のコンソーシアム（1）を
立ち上げ、各方面からの統括提言とする新し
い時代にふさわしい正しいコーチングの実現
に向けた「グッドコーチにむけた７つの提言」
（2015 年 3 月）を公表（資料２）。これらの
提言には指導者自身の自覚、気付き、自己学
習意識、競技者尊厳意識、自立競技者育成、
オープンマインド、社会的信頼性等の当然で
あるべき認識の再確認提言の発信が行われて
いる（1）。スポーツ指導者の養成教育・研修の
機会有る事に指導者へこの 7 つの提言の刷り
込みの意識改革を徹底して行い、スポーツ指
導者への倫理的マインドとして期待が込めら
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れている。
　これまでスポーツの文化価値の認識差、発
展の格差等が欧米と異なる我が国はスポーツ
そのものの本質に気づく事ができなかった経
緯が影響して日本のスポーツ界の恥部を過去
から現在迄引きずってきてしまってきたと考
えられる。近年のスポーツ指導者の恥部とい
えるモラル意識の低さと感情行動が暴力・暴
言で転化移入した自己陶酔の世界に入ったス
ポーツ指導者に気付きと目覚めを起こさせた
形にあらわれた。こういった現実からの社会
的な責任とされる我が国のスポーツ指導者の
全体的な意識付け改革として日体協（スポー
ツ宣言日本）、文科省（グッドコーチにむけ
た７つの提言）がリードして公示されている
ポイントに真の指導者が持つべきスポーツマ
ンマインドが示唆されている。
7. 変革時代スポーツ指導者の新たな養
成と再教育方策
　本論の問題提起とされる昨今の体育・ス
ポーツ指導者の体罰・暴力・ハラスメントが
深刻な社会問題化された事を重く受け止め、
未来のスポーツ界の発展の為に、新たな指導
者養成と再教育の方策が急務である。現在の
我が国のスポーツ・体育系大学において「コー
チ学」「コーチング学」「スポーツ指導論」「ス
ポーツ指導者論」という名称のもと専門教育
として科目配当されている。しかしながら、
これらが統一した形で体系的に教えられてい
るという形式ではなく、担当教員の専門家的
裁量で実施されている。この現状での課題と
して「コーチ学」「コーチング学」という学
問領域を体系的に構築させ、共通した養成カ
リキュラムで体育・スポーツ系大学で取り組
んでいく事も検討課題と思われる。そこで、
統一した「スポーツコーチングコンソーシア
ム養成講座：仮称」を構想し、インターネッ
ト講義、集中講義、実践指導等を工夫し、国
内外の大学連携での単位取得制度も視野に入
れた統一した形で充実したコーチング哲学、
競技別コーチング実践スキルの体系講義・実
習を連動させていく教育マネジメントが提案
できる。スポーツ基本法制定（2011 年 6 月
２４日公布）、スポーツ庁設置（2015 年 10
月 1 日発足）等の新たなイノベーション政策
システム環境の中で前述既存の日体協資格と
連携させていく形に合わせたスポーツコーチ
ングの教育方策の体制を構築していく事が必
要と考える。
　日本サッカー協会が主催した第 2 回サッ
カーカンファレンス（2001.1.14）では約 500
名の日本のサッカー指導者を前に当時・仏
サッカー代表監督のロジャー・ルメール氏は
「学ぶ事を止めたら、教える事を止めなけれ
ばならない！」という名言を発し（Technical 
News 創刊準備号　発行者　田嶋幸三　日本
サッカー協会発行（4））、大きなインパクトを
与えた。メディアを通じて日本のスポーツ指
導者全般に自省と成長意識を芽生えさせた。
昨今の日本のスポーツ界にとって革命的環境
変化（スポーツ基本法施行、2020 東京五輪
開催決定、スポーツ庁設置）を迎えた状況で
更なる体育・スポーツ系学部増設認可（2016
年 4 月山梨学院大学スポーツ科学部、日本大
学スポーツ科学部）始動される。こういう中
で益々真のスポーツ指導者、スポーツキャリ
ア人材養成が求められ、かつスポーツ指導者
の社会的評価を既存イメージより脱皮させ、
再認識をさせる絶好のタイミングでもある。
高等教育機関としての責務として大学間連携
による学生教育と併行した現職スポーツ指導
者の「スポーツコーチングアカデミ ：ー仮称」
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の学際的連携でスポーツ指導者の再教育方策
体制を構築する必要があると考える。
　
8. 結語
　本稿は「スポーツ指導者の教育的マネジメ
ントに関する一考察」と題し、我が国のスポー
ツ指導者の現状とそこから打破に向けた教育
的マネジメントの論考提言とする。
　スポーツ指導者、つまり「コーチ」はハン
ガリー語の派生による馬車を意味し、「導く」
という語源から生まれている。意味本質から
指導者が競技者を「導く」という事がその本
意である。昨今のスポーツ指導者の実態にこ
の本意逸脱の現状が問題指摘されてきた。こ
の「コーチ」の導くという本意より現状では
我が国の戦前の富国強兵政策下での身体教育
教練と本来の様々な楽しむ意図目的が込めら
れたスポーツの本質との認識ギャップが起因
となってスポーツ指導者全般のモラル欠如と
いう社会的レッテルを貼られてしまっている
風潮が存在する。これらを踏まえて、我が国
の国家的政策にスポーツ力期待の源泉的リー
ダーとなるのがスポーツ指導者であり、今こ
そスポーツ指導者の再教育に向けた教育的マ
ネジメントの具体的始動のタイミングと考え
る。2020 東京五輪を前後に我が国のメガス
ポーツイベント（2019W 杯ラグビー日本大
会、2021 世界水泳福岡大会、2021KANSAI
ワールドマスターズゲームズ）が準備計画始
動されている中で同時並行での①大学間連携
学部教育、②大学間連携での現職スポーツ指
導者の再教育「スポーツコーチングアカデ
ミー」構想等を計画・始動させ、欧米並水準
の現代型日本社会に適合リードし、スポー
ツの文化的価値を醸成させれた真の「Sports 
Intelligence Coach」の養成・再教育のマネ
ジメント施策の論考提言を本稿の結語とした
い。
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